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日本復帰への道 �

　沖縄県公文書館では、沖縄の日本復帰 40 周年にあたる今年、特別展「日本復帰への道」

を開催することになりました。

　沖縄は、1879（明治 12）年の廃藩置県により日本国の一県としての歩みを始めました。

しかし、沖縄戦での米軍の上陸とともに発せられた海軍軍政府布告により日本の行政権は

停止され、アメリカによる統治が始まりました。連合国に無条件降伏した日本は、1952（昭

和 27）年の講和条約で国際社会への復帰を果たしますが、沖縄は引き続きアメリカの施

政権下におかれることになりました。27 年間におよんだアメリカ統治時代、沖縄では日

本への復帰を求めてさまざまな運動が展開されました。そして 1972（昭和 47）年、つい

に日本への復帰を果たします。

　今回の特別展では、その日本復帰をテーマに、戦前の〈ヤマト世〉から戦後の〈アメリ

カ世〉を経て、再び〈ヤマト世〉へ戻る道のり、そして復帰後の沖縄の歩みを振り返りま

す。住民の間で〈祖国日本〉という意識はどのように芽生えていったのか、アメリカ統治

下で県民が求めたものは何か、復帰して変わったもの、変わらなかったものは…。

「日本復帰への道」――。

　私たちの〈過去〉は〈現在〉につながり、〈現在〉はまた〈未来〉へとつながっています。

ここでご紹介するさまざまな記録は、沖縄が歩んできた〈道〉に記された足あとであり、

過去を検証する上で欠かせないものです。この展示会が、沖縄県民が歩んできた道を見つ

め直し、沖縄の未来を主体的に展望できる機会となれば幸いです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  2012（平成24）年5月15日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　沖縄県公文書館長 本間　勝

特別展によせて
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　今からちょうど 140 年前の 1872（明治 5）年、明治政府によって、それまで独立国家とし

て約 450 年間続いた琉球国が解体され、琉球藩が設置されました。その 7 年後の 1879（明治

12）年には廃藩置県により、琉球藩が廃止され沖縄県が誕生しました。

　その後、日本は〈富国強兵〉〈殖産興業〉のスローガンの下、近代国家作りに力を入れ、沖

縄も例外なくその体制に組み込まれていくことになります。そして、さまざまな分野で近代化

を達成した日本は、やがて日清戦争、日露戦争で勝利し、第1次世界大戦では戦勝国の一員になっ

たことで大国の仲間入りを果たします。その後も日中戦争、第 2 次世界大戦と戦争の道をつき

進み、ここ沖縄は第 2 次世界大戦の最後の決戦場となりました。

　ここでは、琉球処分から第 2 次世界大戦開戦までの約 70 年間、つまり琉球国の終焉から大

日本帝国下の〈ヤマト世〉への世替わりの中で、〈日本人〉になっていく過程を紹介します。

1．沖縄県の誕生

　1879（明治 12）年、日本の一県となった沖縄で

したが、行政は、鍋
な べ し ま な お よ し

島直彬（初代）、上
う え す ぎ も ち の り

杉茂憲（第 2

代）ら中央から派遣される県令（後の県知事）を中

心に行われました。

　廃藩置県の後は、琉球処分に不満をもつ士族や、

先島分島問題で緊張関係にあった清国への配慮など

から、明治政府は急激な改革を避け、琉球国時代の

〈旧慣温存〉の施策を図る慎重な姿勢をとりました。

一方で、学校の設立や教科書『沖縄對話』を使用し

た日本語教育など、日本人としての教育に力を入れ

ていきました。

　1895（明治 28）年、日清戦争での勝利により、

両国間で懸案となっていた先島分島問題が解決する

と、明治政府は沖縄の同化政策に力を入れるように

なります。その後沖縄は、急速に日本の国家体制に

組み込まれていきました。

明治12年 琉球藩処分官一行 1879（明治12）年 熊谷次郎 T00021952B
松田道之、内務大書記官（前列左より3番目）他8名により、琉球藩が廃止さ
れ、沖縄県が設置された。

公文録 明治 12 年 4 月各局 内閣書記官局 [ 琉球藩ヲ廃シ沖縄懸ヲ置ク ] 
1879（明治 12）年 4 月 4 日 国立公文書館 0000044390

沖縄對話 1880（明治 13）年 沖縄県学務課
T00016128B

廃藩置県翌年の 1880（明治 13）年に刊行
された上下巻の日本語教科書。四季之部、
学校之部、旅行之部、雑話之部など、場面
に応じて沖縄方言の日本語訳を付している。

Ｉ．琉球処分と〈ヤマト世〉
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　明治政府による同化政策は国家の近代化と並行し

ておし進められ、沖縄にもその波が押し寄せました。

その一つが徴兵制度と税制改革でした。1898（明治

31）年の「徴兵令」による日露戦争へ出兵、1899（明

治 32）年の「土地整理事業」による個人の土地所

有認可とそれに伴う課税など、新制度により人々の

生活も大きく変化していきました。

　一方、沖縄と本土の民衆の間では、偏見と反発が

行き交う、感情的なあつれきが生じていました。そ

のような中、言論人は、さまざまな主張を展開しま

した。例えば、太
お お た ち ょ う ふ

田朝敷（「琉球新報」創設者）は、

日本人と同等の市民権を得るためには、外形上も日

本人同様ふるまうべきとし、クシャミですら彼らを

まねよ、とする〈同化論〉を強く主張しました。また、

伊
い は ふ ゆ う

波普猷は、日本人と沖縄人はその源を同じくする

という、「日琉同祖論」を唱えながらも、沖縄固有

の文化や歴史を検証し、そこに高い価値を見出して

いきます。

2．明治政府と近代化

地籍整備・土地整理事業では、土地
の処分（所有権の決定）や測量及び
地価の査定等が行われ、その成果を
もとに土地台帳が調整され、地租改
正が行われた。

記念帖 年代不明 臨時沖縄県土地整
理事務局 T00022298B

日本本土で実施された地租改正に遅
れること 26 年、1899（明治 32）年
明治政府は沖縄における同事業を「土
地整理事業」として実施した。これ
は事業の終了を記念して刊行された
ものと思われる。

3．戦争への道

　近代化によって社会制度や資本の整備が進み、経

済の面でも政府の政策と砂糖需要の高まりを背景

に一時的な好景気も味わった沖縄でしたが、1918

（大正7）年の第1次世界大戦の終結と1929（昭和

4）年の世界大恐慌により、人々は「ソテツ地獄」

と称される厳しい貧しさにさらされることになりま

した。

　そのような中、1930（昭和5）年、第22代知事

に就任した井
い の じ ろ う

野次郎は、沖縄初となる「沖縄県振興

15ヵ年計画」を策定、貧困の解消に挑みます。しか

し、その時期は日本が「国家総動員法」の下、戦争

に突き進んでいた時期でもあり、計画は頓挫してし

まいます。太平洋戦争開戦の1941（昭和16）年に

は、食糧増産が国家命題となり、沖縄でも大がかり

な増産運動が繰り広げられました。

　そして1944（昭和19）年、沖縄は日本本土防衛

の拠点と位置づけられ、その後に続く沖縄の命運を

決定づける戦いに巻き込まれていくことになりま

す。その年の10月10日、第2次世界大戦の波がつい

に沖縄に押し寄せました。

食料増産決戦記 1943（昭和 18）年 0000066088

太平洋戦争間近の世界情勢を把握する講義に始まる食糧増産運動の
様子を写真とともに綴った記録

感謝状 1942（昭和 17）年宮城文関
係文書（辞令書等） 0000048794

軍の指導により結成された女性によ
る国防活動団体である、大日本国防
婦人会からの感謝状

10.10空襲 1944（昭和19）
年10月10日ゴードン・ワー
ナー文書 0000007141

碎部測量簿 八重山郡與那國村字鬚川
田 1900（明治 33）年 臨時沖縄県土
地整理事務局 0000077108
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Ⅱ．沖縄戦と〈アメリカ世〉のはじまり

　1945（昭和 20）年 3 月、米軍がついに沖縄に上陸しました。日本本土防衛の最後の〈砦〉と

された沖縄では、その後約 3 カ月にわたって日米両軍による激しい戦闘が繰り広げられました。

　沖縄戦は日米双方で 20 万人もが命を落とす壮絶な戦いでしたが、県民も約 4 人に 1 人が犠牲

になりました。沖縄戦の特徴の一つは、軍人よりも民間人のほうに多くの犠牲が出たことでした。

また、混乱する戦場においては自国軍によって住民が殺害されたり、死に追い込まれたりする出

来事も発生しました。大日本帝国の一員として戦争の一端を担った沖縄でしたが、このような悲

惨な経験から、戦争を生き抜いた人々は「2 度と戦争はしてはいけない」という思いを強く抱くよ

うになりました。この戦争体験を抜きに戦後の沖縄社会を考えることはできません。

　日本とは歴史も文化も制度も違う〈アメリカ世〉の下、人々は何を思い、どう行動したので

しょうか？ ここでは、敗戦から講和条約締結までの占領期の沖縄社会の変遷を紹介します。

1．〈ヤマト世〉の終わり

　米軍は 1945（昭和 20）年 3 月に沖縄に上陸する

と海軍軍政府布告第 1 号「権限の停止」（通称「ニミッ

ツ布告」）を公布し、住民に対して日本の行政権が

停止されたことを通告しました。

　その後、約 3 カ月にわたる死闘の末に沖縄戦で勝

利をおさめた米軍は、すぐに日本本土攻略の準備に

取り掛かりました。しかし、8 月 15 日、大日本帝

国政府が「ポツダム宣言」を受諾して無条件降伏し

たため、第 2 次世界大戦は終結することになりまし

た。

　9 月 7 日、沖縄では現地軍同士による降伏文書調

印式が行われ、沖縄戦が正式に幕を閉じました。こ

こに、琉球処分から約 70 年に及んだ〈ヤマト世〉

が終わりを告げました。

防空壕、通り、壊れた壁、何もない敷地 1945（昭和 20）年 米空軍
写真 0000013371（14-11-3)

米国海軍軍政府布令第1号（ニ
ミッツ布告） 1945（昭和 20）年
0000071118

米軍は進軍を続ける中、行く
先々で同布告を掲示し、日本の
行政権が停止されたことを住民
に通告していった。

日本軍が降伏したことを通訳から聞き喜ぶ沖縄の地元民 
1945（昭和 20）年 8 月 15 日 米海兵隊写真
0000013393 （79-16-1）

琉球の降伏 1945（昭和 20）年
米陸軍写真 0000013345（02-49-1）

嘉手納基地内の米第 10 軍司令部にて降伏調印式が行われた。
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2．新たな時代の幕開け

　日本がポツダム宣言を受諾した日と同じ 8 月 15
日、米軍は各収容所から戦前の県会議員や校長など
を呼び集め、米軍政府への諮問機関である「沖縄諮
詢会」を設置しました。9 月 20 日には、沖縄本島
の収容地区で初めての選挙（市会議員選挙）が実施
されました。この選挙では、戦前を通じても初めて
女性に参政権が与えられるなど、人々に民主国家ア
メリカを実感させるものでもありました。

　沖縄諮詢会は 1946（昭和 21）年 4 月に「沖縄民
政府」に改編され、本格的な住民自治組織が発足し
ました。やがて、政治的な営みも活発になり、「沖
縄民主同盟」「沖縄人民党」「社会党」「民主党」「共
和党」など、政党が次々と結成されました。人々は
戦後の沖縄のあり方について活発に議論を交わしま
した。

［沖縄諮詢会のメンバー］ 年代不明 照屋榮一文書 0000026526

共和党に関する書類 
1950（昭和 25）年 11 月 6 日～ 沖縄
群島政府総務部行政課 0000072859

沖縄民主同盟に関する書類 
1948（昭和 23）年 1 月～ 沖縄群島政
府総務部行政課 0000062820

新たに結成された政党では、米軍を日本の軍国主義からの解放軍とみなし
独立を求める考えや日本復帰を望む声、国連による信託統治を望む声など、
多様な主張が見られた。

3．〈冷戦〉と日本からの分離

　アメリカは、日本の降伏以前から、戦争に勝った場
合の沖縄の処遇をどうするか議論していました。その
中で軍部は、太平洋地域の安全保障を確保するため
には沖縄をアメリカの信託統治下におくべきだと主張
していました。

　1946（昭和 21）年 1 月 29 日、日本占領軍の最高
司令官であるマッカーサーは、北緯 30 度以南の南西
諸島を日本から分離する決定を下しました。その結果、
沖縄は本土とは全く違う道を歩むことになります。日
本本土で実施された、新憲法の発布を含む数々の民
主化政策は、沖縄には適用されませんでした。

Emperor of Japan's Opinion Concerning the Future of the Ryukyu Islands
1947（昭和 22）年 9 月 22 日 米国務省文書 0000017550
通称「天皇メッセージ」。同文書は、沖縄の処遇が検討されていた時期、
アメリカ政府に伝えられた沖縄の米軍事占領に関する天皇の見解。内容
は概ね以下の通り。（１）米国による琉球諸島の軍事占領の継続を望む。

（２）上記（１）の占領は、日本の主権を残したままで長期租借によるべき。

　やがて、ソ連による原爆開発、中華人民共和国の
成立など、東アジアにおける共産主義諸国との〈冷
たい戦争〉が激しさを増してくると、アメリカは当
初の日本非武装化の方針を捨て、日本を軍事的同盟
者として育成する方向へと方針転換しました。その
方針の柱となったのが、〈日本の再軍備〉〈米軍駐留〉
のほか、〈沖縄の分離支配〉でした。

　この基本方針に基づいて、沖縄では基地建設が本
格化し、米軍政府の民政府への改編、地元中央政府
の設置など、長期安定統治のための足固めが進めら
れました。

　そして、1952（昭和 27）年、日本が講和条約によっ
て独立国として国際社会に復帰した時、沖縄は正式
に日本から分離され、アメリカの施政権下に置かれ
ることになりました。

中国へ売却される米軍の戦時余剰品
1946（昭和 21）年 10 月 31 日 米海軍写真 0000070749 (115-15-3)

ここでの中国とは、当時、中国内戦で共産党と戦っていた蒋介石
率いる国民党のこと。沖縄から米軍物資が売却された。
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　アメリカ政府は、沖縄の基地を半永久的に使用する方針を固めると、本格的な恒久基地建設

に取りかかりました。そして、1952（昭和 27）年の講和条約で正式に沖縄の施政権を獲得す

ると、次々に布令を発して土地の強制収用を開始しました。しかし、こうした強硬政策はやが

て住民からの反発を招き、効果的な基地の運用にも支障をきたすようになります。そこで米軍

はさまざまな施策を実施して、統治体制の安定化を図ろうとしました。

　しかし、米軍がいかに統治体制を安定化させようとしても、軍事を優先させる政策には違い

なく、統治者と被統治者の利害が対立することがしばしばでした。

　ここでは、講和後のアメリカの軍事優先政策とそれがもたらした住民生活へのさまざまな影

響を中心に紹介します。

Ⅲ．アメリカによる統治体制の強化

1．〈太平洋の要石〉と〈島ぐるみ闘争〉

　1952（昭和 27）年の講和条約後、軍用地使用の
法的根拠を確固たるものにするため、米軍は地主と
正式に契約を結ぼうとしました。しかし、米軍が提
示した地代の安さと契約期間の長さなどにより、当
初、契約に応じる地主はほとんどいませんでした。
そこで米軍は、新たな布令を発して、1953（昭和
28）年の真和志村安謝・銘苅や小禄村具志を皮切り
に、武装兵を出動させて次々と土地を接収していき
ました。

　1954（昭和 29）年３月、米軍政府は、接収した軍用
地に対しては地料を一括で払うという方針を発表しまし
た。これを土地の買い上げと見た住民は一斉に反発し、
方針を撤回するよう要請しました。しかし、1955 年に
は伊江村真謝、宜野湾村伊佐浜などで強制収用が実施
されました。

　1956（昭和 31）年６月、米軍による軍用地政策をお
おむね是認する米国議会の勧告が出されると、激しい反
対運動がまたたく間に沖縄全土に広がりました。この

〈島ぐるみ闘争〉は、日本復帰運動とも相まって激しさ
を増していきました。これを受けて、米当局は 1958 年
頃から沖縄統治政策の見直しに着手しました。その中で、
沖縄の米軍基地を集約して、施政権を返還するという「飛
び地」返還構想も浮上しました。

収用宣告書 布令109号 宜野湾村 収
用委員会裁決 1956（昭和 31）年 12
月 琉球政府軍用地関係事務所 
R00047799B

米軍は民政府布令第109号「土地収
用令」に基づいて、地主の同意と
は無関係に土地接収を強行した。

［プライス勧告］ 1956（昭和 31）年 6月 9
日 米国下院軍事委員会特別分科委員会
0000030365

1956（昭和 31）年 6月 9日、米国下院軍
事委員会特別分科委員会が沖縄統治に関
する報告書を発表した。沖縄の戦略的重
要性を強調し、軍用地の新規接収や地料
の一括払いを認める内容。

軍用接収地 宜野湾伊佐浜 「金は一年土地は万年」の幟 
1955 （昭 30）年 7 月 琉球政府写真
0000041412 （012099）

軍用地四原則貫徹住民大会各市町村単位で開催
1956 （昭和 31）年 6 月 20 日 琉球政府写真
0000041440 （044255）

Memo for Dulles from Robertson,
794C.0221/4 .1158 1958（昭和
33） 年 ４ 月 11 日 米 国 務 省 文 書 
U90006116B

島ぐるみ闘争の後、アメリカ政府
は「飛び地」に基地を集合・統合
して施政権を返還することを検討
していた。
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　アメリカは、戦争の教訓から、戦後は軍国主義日
本を非武装・民主国家にすることを基本目標にしま
した。その方針に基づいて、日本本土では、〈婦人
参政権付与〉〈労働組合法の制定〉〈教育制度改革〉
など民主化政策を実行しました。沖縄でも効果的な
基地運用のためには、地元の協力だけでなく、日本
を含めた国際社会の理解が不可欠でした。そのため
に、沖縄を〈民主主義のショーウィンドー〉にしよ
うとしました。

　ただし、1950（昭和 25）年に出された沖縄統治
の基本方針「琉球列島米国民政府に関する指令」に
明記されているように、米国は「軍事的必要の許す
範囲」において「民主主義の原則により設立された
立法、行政、司法の機関による自治」を促進するこ
ととなっていました。沖縄における民主化政策には
始めから制約があったのです。

　米軍統治下の琉球政府は三権分立の形をとってい
ましたが、「軍事的必要の許す範囲」でのものでした。
例えば、琉球政府の長である行政主席は 1968 年ま
では公選ではなく、民政副長官（のちの高等弁務官）
による任命制でした。また、立法院（琉球政府の立
法機関）は、米国民政府の発する布令・布告などに
抵触しない範囲でしか法律を制定することができま
せんでした。さらに、米兵の犯罪は軍法会議で扱わ
れ、琉球政府裁判所は関与することができませんで
した。住民同士の事件でも、米軍支配に大きな影響
のある事件は、地元の裁判所から米国民政府裁判所
に移送されました。そして、米当局を批判するよう
な出版物を禁止したり、「好ましからざる人物」の
渡航を拒否したりするなどの措置がとられることも
しばしばでした。住民は次第にこのような軍事優先
の政策や制度に不満を募らせていきます。

3．軍事優先政策の弊害

『今日の琉球』第1巻第1号
1957（昭和32）年10月 米国民政
府広報局 U00001261B

1957（昭和32）年10 月から住
民向けに発行した月間広報誌。
ニュースを中心にした構成で、
琉米文化会館等で無料配布さ
れた。

『守礼の光』創刊号 1959（昭和34）年
1月 高等弁務官府広報局
U00000290B

1959（昭和 34）年 1 月から発行し
た月刊広報誌。主に沖縄の文化や
米国の歴史などが紹介された。

1957（昭和 32）年に高等弁務官
制が敷かれてからは、高等弁務
官資金を使って水道敷設、公民
館建設、運動場整備などの工事
資金も拠出された。しかし、弁
務官資金は政治的に利用される
ことも多く、一部住民から批判
の声が聞かれた。

松岡政保行政主席視察
読谷村親志小型トレーラー落下事件現
場 1965（昭和 40）年 6 月 12 日 琉球
政府写真 0000041416（016667）

1963（昭和 38）年 2 月、上山中 1 年生
国場秀夫君が青信号を確認して横断し
たところ、海兵隊所属の大型トラック
が信号を無視して突っ込み、死亡させ
た事故。「背後からの太陽の反射で標識
が見えなかった」として軍法会議で無
罪となった。

「ミード報告」 1956（昭和31）年
8月22日 ミシガン州立大学文書  
0000074832

「島ぐるみ闘争」に参加した琉大
学生の琉大学生の退学処分を米
軍当局が強硬に迫り、ついには
大学存廃の危機に至るにおよん
で琉大理事会はその要求を容れ
た。

［上山中学生轢殺事故無罪判決に対
する県民抗議大会］ 1963（昭和 38）
年 5 月 琉 球 政 府 写 真 0000045947

（057603）

2．〈民主主義のショーウィンドー〉

佐敷村兼久区へ高等弁務官資金贈呈
1971（昭和46）年6月4日 USCAR写真
0000029960 （21-11-3）

学童れき殺事故の無罪判決並びに渡航制
限について（提訴）1963（昭和 38）年 
平良幸市文書 0000061857

羽地村仲尾次区電気水道農道落成式
1963（昭和38）年1月24日 琉球政府写真
0000041404 (000729)
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　戦後すぐの沖縄では〈帰属問題〉、つまり日本へ復帰すべきか、独立すべきか、それとも国連
の信託統治下におかれるべきかについてさまざまな議論が交わされました。やがてアメリカによ
る長期支配が確定して軍事優先の政策がとられるようになると、世論の大半は独立や信託統治で
はなく、日本への復帰を唱えるようになりました。また、講和条約でもたらされた、日本にもア
メリカにも属さないというあいまいな地位も住民を復帰へとかりたてる要因になりました。

　しかし、米軍は当初、基地機能の維持と施政権の保持は不可分と考えていたため、日本復帰
運動はアメリカの施政権に対する挑戦ととらえ、厳しく弾圧しました。米軍が施政権を盾に強
権的な政策を行えば行うほど、住民が日本復帰を求める声は高まっていきました。やがてアメ
リカ政府は、沖縄政策の見直しを余儀なくされます。

　ここでは、復帰運動の高まりとアメリカによる政策変更、その過程で形成されていった住民
の復帰に対する考え方などを紹介します。

Ⅳ．復帰運動

1．あいまいな地位

　アメリカ施政権下の沖縄の地位はあいまいなもの
でした。

　アメリカは琉球列島が日本の領土であり、琉球住
民の国籍が日本にあることは否定していませんでし
た。しかし、琉球諸島への出入りは、米軍によって
厳しく管理されており、琉球住民が日本本土へ渡航
する際にはパスポートが必要でした。

　また、沖縄の船舶は、掲揚すべき国旗がなかった
ため、「国際信号旗 D 旗」という旗を掲揚して航行
していました。しかし国際的には通用せず、1962（昭
和 37）年 4 月、インドネシアのモロタイ島海域で
操業中のマグロ漁船「第 1 球陽丸」が国籍不明を理
由にインドネシア海軍から銃撃を受け、死傷者が出
るという事件が発生しました。

　その後、日米両国による交渉の結果、1967（昭和
42）年 7 月からようやく日の丸の掲揚が認められる
ようになりました。

パスポートは必要だったが、本土に渡りさ
えすれば、〈日本国民〉としての全ての権
利が回復され、選挙権も与えられた。

琉球列島米国軍政府が最初に発
行した旅行証明書（比嘉善雄氏
のパスポート）
1948( 昭和 23）年 7 月 28 日
比嘉國郎 0000010120

出入管理部 パスポートを確認する職員
1961（昭和 36）年 6 月 29 日 
琉球政府写真　0000041444 (049075)

強制送還者名簿 1952（昭和27）
年～1964（昭和39）年
出入域管理事務所 R00026707B

［Kyuyo Maru 報告書］ 1962（昭和 37）年 USCAR 公安
局文書 0000084807

1962（昭和 37）年 4 月、インドネシアモロタイ島沖
の公海上で操業中のマグロ漁船第一球陽丸がインドネ
シア軍から銃撃を受け、乗組員 1 人が死亡、3 人が重
軽傷を負った。

この事件を契機に、船舶の日の丸掲揚が問題化し、
1967（昭和 42）年から三角旗のついた日の丸が掲げ
られるようになった。

全琉船舶に新船舶旗掲揚
1967（昭和 42）年 7 月 1 日
琉球政府写真 0000041421（024392）
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2．〈祖国への道〉

　1952（昭和 27）年の講和条約で沖縄が日本本土
から切り離されることが明らかになると、日本へ
の復帰運動が高まりました。1953（昭和 28）年 1
月には沖縄教職員会や沖縄県青年団協議会など 23
団体が参加して全島的な「沖縄諸島祖国復帰期成
会」が結成されました。しかし、この運動は、米
軍当局からの強い圧力にあい、やがて自然消滅し
ました。

　こうして一時沈滞した復帰運動でしたが、1950
年代後半に軍用地問題に端を発した〈島ぐるみ闘
争〉が起こると、運動は再び息を吹き返しました。
1960（昭和 35）年 4 月には、教職員会、労働組合、
政党、PTA、遺族連合会など幅広い団体が参加し
て、「沖縄県祖国復帰協議会」（復帰協）が結成され、
運動の中心を担いました。この頃からはまた、賃
金水準、税制、社会保障制度などでの本土との格
差是正の観点から復帰のメリットを強調する傾向
も強まっていきました。

3．さまざまな復帰論

　1950 年代後半の島ぐるみ闘争において住民の不
満の強さを目の当たりにした米軍当局は、それまで
の統治政策を軌道修正しました。軍用地料の一括払
いの断念のほか、外資導入促進のためのドル切り替
え、日本政府からの技術援助の導入、西表島の日米
共同開発など、本土との格差是正のための措置に積
極的に取り組んでいきました。

　そのような流れの中、当時、 長年沖縄の政権を握っ
ていた沖縄自由民主党は、復帰を唱える前に、種々
の障害を取り除くことが先決だとして、〈自治の拡大〉

〈渡航制限の撤廃〉〈日本政府援助の拡大〉などを一
つ一つ実績を積み重ねながら「祖国との実質的な一
体化」を達成することを方針として打ちだしました。
一方、〈日の丸掲揚〉〈渡航制限の撤廃〉〈主席公選の
実現〉〈国政参加〉などを掲げて運動を推進していた
野党は、「現状を肯定するもの」として与党を批判し
ました。このように、復帰運動のあり方をめぐって
は住民の間で意見の対立も見られました。

沖縄諸島祖国復帰期成会趣意
書 1953（昭和 28）年 1 月 沖縄
市町村長協議会 
T00015439B

1953（昭和 28）年 11 月、
沖縄教職員会、沖青協など
23 団体が参加して結成され
た超党派の復帰運動推進母
体。会長として屋良朝苗沖縄
教職員会会長を選任した。

復帰協 会議録 1966（昭和 41）年 復帰協文書 
R10000372B

祖国復帰大行進団
1965（昭和 40）年 4 月 27 日 
琉球政府写真
0000041416

（016647）

4 月 28 日沖縄デー 祖国復帰県民総決起大会
1962（昭和 37）年 4 月 29 日 宮城悦二郎写真 15-050立法院選挙に向けて作成されたパンフ

レット。「戦争に敗れた祖国の犠牲となり、
米国の統治に服する運命を背負って、こ
れを喜ぶものは一人もいないし、誰だっ
て、一日も早く祖国と一体になることを
願わない者はいない筈である。祖国復帰
は、われわれの民族的本能に由来する自
然の欲求である。」

（本文から抜粋）

「祖国への道」 沖縄自由民主党
1960（昭和 35）年 米国務省文書
U90006002B

アメリカ政府は、1965（昭和
40）年 11 月に予定されていた
立法院議員選挙において親米派
の民主党が勝利するよう米諜報
機関 CIA の工作資金を投入する
計画を立てていた。

US Policy Toward the Ryukyu Islands 1965（昭和 40）年 7 月 16 日
国家安全保障文書館 U90005149B
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　日本政府にとって、明治以来自国の領土の一部であった沖縄の返還を実現するというのは、講

和条約締結直後からの課題でした。交渉議題としての提案を度々試みますが、逆にアメリカ政府

から「沖縄を返せというのなら日本は極東の安全保障にもっと貢献せよ」と迫られ、防衛力増強

にコミットできない日本政府は、沖縄問題に触れることを避けざるを得ませんでした。

　しかし、沖縄での復帰運動の高まりを受けて、1960 年代に入ると、日米関係の安定、ひいて

は極東全体の安定のためには沖縄問題は避けて通れないとの認識を日米両政府が持ち始めるよう

になります。アメリカ政府は 1966（昭和 41）年までには、沖縄問題をこのまま放置すると、近

い将来基地機能が維持できなくなるとの危機感を持ち、検討を始めました。その結果、基地機能

を損なわないことを条件に施政権の返還は可能との結論が出されました。アメリカ政府にとって

沖縄返還は、「すべきかどうか」ではなく、「いつ」「どのように」という課題に変わっていきました。

　ここでは、現在の沖縄の基地問題にも通じる、日米両政府による返還交渉の内実に迫ります。

Ⅴ．日米による沖縄返還交渉

1．交渉の始まり

　1962（昭和37）年3月、ケネディ大統領は「琉球
は日本の一部」と明言し、〈沖縄新政策〉を発表し
ました。1964（昭和39）年4月には「日米協議委
員会」「日米琉技術委員会」が設置され、日本と沖
縄との「一体化」政策が推し進められました。こう
して、高度経済成長を背景に沖縄に対する日本政府
の関与が深まるつれて、沖縄問題は日米間の重要な
議題となっていきました。1965（昭和40）年8月
には、戦後初めて現役首相として沖縄を訪問した佐
藤首相は、「沖縄の祖国復帰が実現しない限り、わ
が国にとって戦後は終わっていない」と演説しまし
た。

　沖縄返還を本格的に検討し始めたアメリカ政府
は、1966（昭和41）年までに基地機能の確保を条
件に施政権返還に応じることは可能との結論を出し
ました。そしてついに、1967（昭和42）年11月の
日米首脳会談において、両3年以内に返還の時期に
ついて決定することが合意され、沖縄返還は現実の
ものとなりました。

佐藤栄作総理大臣来沖 
［あいさつ］
1965（昭和40）年8月19日
琉球政府写真
0000041451

（055655）

佐藤栄作総理大臣来沖 
［抗議］
1965（昭和40）年8月19日
琉球政府写真
0000041451

（055646）

アメリカ政府内の極東担当省庁間地
域グループに設置された琉球作業班
による沖縄の米軍基地に関する研
究。

［Our Ryukyus Bases］ 1966（昭和 41）年 9 月 5 日 USCAR 渉
外局文書 U81101273B

［若泉敬からロストウ大統領特別補佐官宛手書きメモ］ 1967（昭和42）年11月12日
ジョンソン大統領文書 0000073624

佐藤首相の密使としてアメリカ政府との交渉にあたった若泉敬（当時京都産業大
学教授）によるメモ。佐藤・ジョンソン会談に向けた最終的な根回しが行われた。
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2．1969年－米側の交渉戦略

　1969（昭和44）年6月、ワシントンで沖縄返還の
日米交渉が正式に始まり、11月に予定されていた日
米首脳会談での最終合意を目指しました。その際、
最も難航したのが、有事の際の〈基地の自由使用〉
〈核兵器の再持込み〉と返還に伴う〈財政補償〉で
した。軍事的側面では、アメリカ政府は早々と核兵
器撤去の決定をしていながら、交渉の最終段階まで
その〈切り札〉を使って、日本政府から譲歩を引き
出していました。結果として、基地の自由使用は共
同声明と同日に行われた佐藤首相による「一方的な
声明」、核の再持ち込みは、秘密合意議事録という
形で結実することになりました。また、財政的な側
面についても、アメリカは返還によって財政的な負
担を負うようでは米国民や議会の承諾が得られない
と主張して、日本側に相当額の負担を強いました。

3．財政交渉

　沖縄返還交渉が本格化した頃、アメリカはベトナ
ム戦争の出費にあえいでおり、沖縄返還にかかる一
切の経費は日本政府が負担すべきだと主張していま
した。一方、当時、貿易黒字で経済収支が好調だっ
た日本政府にとっては、国民に「沖縄をカネで買い
戻した」という印象をもたれないようにする必要が
ありました。交渉は難航しましたが、最終的に日本
政府が 3 億 2 千万ドルを支払うとして、「沖縄返還
協定」が公式に結ばれました。しかし、実際には、
米軍が自発的に払うとされていた軍用地の原状回復
費 400 万ドルや短波放送局ヴォイス・オブ・アメリ
カ（VOA）の国外移転費 1600 万ドルなどを日本側
が負担することが秘密裏に合意されていました。

　このいわゆる〈密約〉については、政府が設置した、
有識者委員会の報告書（2010 年 3 月）で「広義の
密約」と認定されました。

沖縄返還交渉におけるアメリカ政
府基本方針。日本における米軍の
行動の自由が最大限に確保される
ことを条件に、沖縄返還に合意す
る、また、交渉の最終段階において、
緊急時の核貯蔵と通過権を保持で
きれば、核兵器を沖縄から撤去し
てもよいとして、交渉上の駆け引
きの最大化を狙っている。

NSDM-13 において明確にされ
た沖縄返還交渉に関する戦略を
整理した文書。アメリカの交渉
戦略は、核兵器と通常兵器に関
する権利、そして財政や防衛義
務などに関するの日本のコミッ
トメントを引き出すことの 2 点
に絞られたことがわかる。

［沖縄返還交渉戦略文書］ 1969
（昭和 44）年 7 月 3 日 オフラ
ハーティ文書
U090007004B

［財政補償に関する柏木・ジューリック覚書］ 
1969（昭和 44）年 12 月 2 日 USCAR 総務
室文書 0000000793

「軍の移転費、およびその他の返還に関連す
る費用――2 億ドル。（日本国政府は、2 億
ドル相当を、合意した財貨およびサービス
で準備するものとし、本合意書において特
に決定していない限り、軍の移転費用およ
び返還に起因するあらゆる合衆国予算を賄
う目的で、返還の発効日から 5 年以内に、
そのすべてを引き渡す。…中略…）」

［キッシンジャー大統領補佐官訪日用メモ］ 
1972（昭和 47）年 6 月 ニクソン大統領文
書 0000074401

国家安全保障会議が、1972（昭和 47）年
6 月のキッシンジャー大統領補佐官の訪日
に備えて作成した内部文書。土地の原状回
復費について、米政府が支払うべき補償費
400 万ドルは日本が肩代わりし、この金額
は対米補償費 3 億 1,600 万ドルに追加され
ると明記されている。さらに、日本政府は
密約の存在を一切否定し、米国側にも同様
の対応を求めているが、米政府としては、
議会やマスコミの追及があれば密約の存在
を認めるつもりであることが記されている。
密約の存在を暗示する〈状況証拠〉の一つ。

屋良朝苗主席、日米共同声明に対する声明を発表 1969（昭和 44）年
11 月 22 日 琉球政府写真 0000041429（034604）

［国家安全保障決定メモランダム
第 13 号（NSDM-13）］ 1969（ 昭 和
44）年 5 月 28 日 オフラハーティ
文書 U90007004B
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